
○ 今回の補正予算は、物価高騰への対応として、私立学校給食の食材価格高騰分への助成や医療機関、社会福祉施設等の光熱費等へ

の支援のほか、福祉・介護職員や保育士等の賃金引上げに向けた支援に要する経費を予算化。

○ また、災害への対応として、避難所の生活環境改善に向けた資機材整備のほか、道路や河川の災害関連経費を予算化。

○ このほか、所要額の精査や事業の執行状況、財源の確定見込み等を踏まえて計数整理を行うとともに、将来見込まれる財政負担に備え

て特定目的基金への積立を行い、残高を確保。

○ 歳入予算では、県税や地方譲与税、地方交付税などを増額する一方、将来的な財政負担を軽減するため、行政改革推進債の発行を抑

制するとともに、今後の経済情勢の変化や災害への備えとして財政調整基金の取崩しを一部取り止め、残高を確保。

Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模

(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,077,645 1,087,973 ▲407 1,087,566 0.9%

震災対応分 23,323 18,009 ▲177 17,832 ▲23.5% 

特別会計 454,992 451,438 4,614 456,051 0.2%

震災対応分 2,726 4,242 ▲398 3,845 41.0%

準公営企業会計 6,633 2,684 ▲13 2,671 ▲59.7% 

震災対応分 96 100 ▲1 99 2.9%

公営企業会計 37,257 42,110 ▲2,816 39,294 5.5%

震災対応分 42 28 1 29 ▲31.6% 

合計(総会計) 1,576,527 1,584,205 1,377 1,585,582 0.6%

震災対応分 26,187 22,379 ▲575 21,804 ▲16.7% 

令和5年度
最終予算額

A

令和6年度予算額

令和６年度 ２月補正予算（第５号）案の概要
令 和 ７ 年 ２ 月
宮 城 県

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。 1



○私立学校給食食材価格高騰対策費２０,０００（40,000）
私学・公益法人課

保護者負担の軽減に向けた私立学校の給食食材価格高騰分への助成

○医療機関等物価高騰対策費３６１,６７３（748,000） 医療政策課、薬務課
医療機関、保険薬局等に対する光熱費等のかかり増し経費への助成

○社会福祉施設等物価高騰対策費２２０,１４３（432,300）
長寿社会政策課ほか

高齢者施設、障害福祉施設、児童福祉施設に対する光熱費等のかかり増し経費
への助成

○介護人材確保・職場環境改善等事業費２,２２０,０００
長寿社会政策課、障害福祉課

生産性向上や業務効率化等により介護人材確保・定着の基盤を構築する事業所
への支援

○施設型給付費・地域型保育給付費負担金１,４４１,５５２ （13,280,000）
子育て社会推進課

保育士等の処遇改善に伴う保育所等運営費負担金の増額

○地域防災緊急整備費１２０,０００ 防災推進課
避難所の生活環境改善に向けた資機材の整備

○災害時歯科保健医療提供体制整備支援費１９,０００ 健康推進課
災害時歯科保健医療活動に必要な資機材の整備への助成

○地域ポイント等導入支援費２９９,１６５（679,000） 富県宮城推進室
自然災害避難支援アプリ導入促進等のための「みやぎポイント」の付与

○防災・減災・国土強靱化対策費（国直轄事業負担金）２,６０４,３８７
河川課ほか

防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策に係る国直轄事業負担金

○河川等災害復旧費９８５,１７０（1,471,346） 道路課
災害復旧に係る国直轄事業負担金

○河川等災害関連対策費３,２６１,２３７（624,565）防災砂防課
災害関連対策事業に係る国直轄事業負担金

○県立学校施設整備費１１５,５００ 施設整備課

古川支援学校の狭隘化解消のための用地取得

○市町村振興資金貸付基金積立金３,０００,０００ 市町村課
市町村等の振興に資する事業への資金貸付を行うための基金造成

○公共施設等整備基金積立金５,０１８,９１７ （162,446） 管財課
公共施設等の長寿命化対策に要する経費の積立

○文化振興基金積立金１,００８,７５０（58,626）消費生活・文化課
文化関係施設の長寿命化対策等に要する経費の積立

○地域医療介護総合確保基金積立金(医療分)２,５１５,３０４
（4,220,562） 医療政策課

地域医療構想の達成に向けた施設整備等に必要な事業を実施するための基金積立

○地域整備推進基金積立金１４,５７１,６５８ （186,268） 財政課
普通交付税翌年度以降精算分等の積立

物価高騰への対応１

単位:千円、［ ］：債務負担行為、（ ）：既決予算額
Ⅲ 主な事業

災害への対応２

その他３

新規

新規

新規

新規
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料

4



Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅴ 提出予定議案一覧

1 予算議案（15件）

番号 名称

38 令和6年度宮城県一般会計補正予算

39 令和6年度宮城県公債費特別会計補正予算

40 令和6年度宮城県母子父子寡婦福祉資金特別会計補正予算

41 令和6年度宮城県国民健康保険特別会計補正予算

42 令和6年度宮城県中小企業高度化資金特別会計補正予算

43 令和6年度宮城県農業改良資金特別会計補正予算

44 令和6年度宮城県沿岸漁業改善資金特別会計補正予算

45 令和6年度宮城県林業・木材産業改善資金特別会計補正予算

46 令和6年度宮城県県有林特別会計補正予算

47 令和6年度宮城県土地取得特別会計補正予算

48 令和6年度宮城県港湾整備事業特別会計補正予算

49 令和6年度宮城県水道用水供給事業会計補正予算

50 令和6年度宮城県工業用水道事業会計補正予算

51 令和6年度宮城県地域整備事業会計補正予算

52 令和6年度宮城県流域下水道事業会計補正予算
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２ 予算外議案（21件）

（１） 条例議案（13件）

番号 名称 概要

53 条例の形式を左横書きに改正する条例

既存条例の形式を左横書きに改正することについて必要な事項を定めようとするもの

施行 令和７年４月１日
所管 県政情報・文書課

１ 条例の形式の変更
２ 用字及び用語の整理

54 市町村振興資金貸付基金条例

市町村等の振興のために必要な事業に要する資金の貸付けを円滑かつ効率的に行う
ため、市町村振興資金貸付基金を設置しようとするもの

施行 公布の日
所管 市町村課

１ 目 的 市町村等の振興のために必要な事業に要する資金の貸付けの円滑か
つ効率的な実施

２ 基金の額 ３０億円

55 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例

職員の給与を改定するため、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和７年４月１日
所管 人事課

１ 給料表の体系の見直し
２ 扶養手当の改定

配偶者の手当を廃止し、子の手当の支給額を引上げ
３ 地域手当に係る改定
（１）支給割合の見直し
（２）異動保障期間の延長
４ 通勤手当の限度額の引上げ
５ 管理職員特別勤務手当の支給対象時間帯及び支給対象職員を拡大
６ 寒冷地手当の支給地域の見直し

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

56

特別職の職員の給与並びに旅費及び費用弁償に関
する条例及び附属機関の構成員等の給与並びに旅
費及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条
例

特別職報酬等審議会の答申等に基づき、関係条例について、所要の改正を行おうとす
るもの

施行 令和７年４月１日
所管 人事課

１ 給料の額等の改定
２ 対象者 知事、副知事、教育長、公営企業管理者、監査委員、各委員会の委員、各

附属機関の構成員等

57
職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改
正する条例

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正に
伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和７年４月１日
所管 人事課

１ 時間外勤務の制限の対象となる職員の範囲を拡大
２ 仕事と介護の両立に資する規定の整備

58 県税減免条例の一部を改正する条例

自動車税の減免申請時に必要な書類等について、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和７年３月２４日
所管 税務課

身体障害者等に対する自動車税の減免申請時に提示が必要な運転免許証について、
運転免許証と一体化した個人番号カードの提示による申請も可能とする改正

59
企業立地促進のための県税の課税免除等に関する
条例の一部を改正する条例

県固定資産税の不均一課税の割合を変更しようとするもの

施行 公布の日
所管 税務課

県固定資産税の不均一課税の割合を「２分の１」から「４分の３」へ変更

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

60
地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推
進を図るための関係法律の整備に関する法律の施
行に伴う関係条例の整備等に関する条例

栄養士法の改正等に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和７年４月１日等
所管 長寿社会政策課、子ども・家庭支援課、障害福祉課

１ 栄養士法の改正を受けた国の基準の改正に伴う規定の整理
２ 軽費老人ホームA型に係る規定の削除

61
子育て支援対策臨時特例基金条例の一部を改正す
る条例

保育所の整備の促進その他子育てを支援する事業を継続するため、失効期日を延長
しようとするもの

施行 公布の日
所管 子育て社会推進課

失効期日を令和１２年６月３０日（改正前令和７年６月３０日）まで延長

62
就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な
提供の推進に関する法律施行条例の一部を改正す
る条例の一部を改正する条例

幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準の改正に
伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 子育て社会推進課

幼保連携型認定こども園の職員配置に係る特例期間の延長

63
障害福祉サービス事業の設備及び運営に関する基
準を定める条例の一部を改正する条例の一部を改
正する条例

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく障害福祉
サービス事業の設備及び運営に関する基準の改正に伴い、所要の改正を行おうとする
もの

施行 公布の日
所管 障害福祉課

規定の整理

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

64
緊急雇用創出事業臨時特例基金条例の一部を改正
する条例

東日本大震災からの復興に向けた安定的な雇用機会の創出を図るための事業を継続
するため、失効期日を延長しようとするもの

施行 公布の日
所管 雇用対策課

失効期日を令和１２年３月３１日（改正前令和１１年３月３１日）まで延長

65
学校職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部
を改正する条例

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律の改正に
伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和７年４月１日
所管 教職員課

１ 時間外勤務の制限の対象となる学校職員の範囲を拡大
２ 仕事と介護の両立に資する規定の整備

Ⅴ 提出予定議案一覧
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（２） 条例外議案（8件）

番号 名称 概要

66
工事請負契約の締結について（宮城県地域衛星通
信ネットワーク改修工事）

請負金額 2,574,000,000円
契約の相手方 東芝インフラシステムズ株式会社

所管 防災推進課

１ 施工地名
県内一円

２ 工事内容
県庁・支部・端末局衛星系無線設備更新 一式

３ 工期
議決の日の翌日～令和８年３月３０日

67
工事請負契約の締結について（主要地方道石巻鮎

川線万石橋橋梁耐震補強（下部工）工事）

請負金額 473,000,000円
契約の相手方 株式会社丸本組

所管 道路課

１ 施工地名
石巻市渡波地内

２ 工事内容
橋脚補強工 Ｎ＝１基
仮設工 一式

３ 工期
議決の日の翌日～令和８年９月３０日

Ⅴ 提出予定議案一覧

りょう
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番号 名称 概要

68
工事請負契約の締結について（七北田ダム小水力
発電設備工事）

請負金額 501,193,000円
契約の相手方 株式会社フソウ

所管 河川課

１ 施工地名
仙台市泉区福岡地内

２ 工事内容
小水力発電設備工事

水車（横軸フランシス） Ｎ＝１台
水力発電設備制御盤 Ｎ＝１面
系統連系設備 一式 外

３ 工期
議決の日の翌日～令和９年１２月２４日

69
工事請負変更契約の締結について（宮城県仙台家
畜保健衛生所改築工事）

請負金額 831,906,900円 → 861,692,700円
契約の相手方 仙建工業株式会社

所管 家畜防疫対策室

１ 議決日
令和５年１２月１９日 議第１６６号議案

２ 変更日
令和６年１１月２１日提出 報告第１７号

３ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

70
工事請負変更契約の締結について（川内沢ダム本
体築造工事）

請負金額 5,146,390,700円 → 5,776,711,600円
契約の相手方 西松・奥田・グリーン企画特定建設工事共同企業体

所管 河川課

１ 議決日
令和４年１０月１９日 議第１６５号議案

２ 変更日
令和６年３月１３日 議第８７号議案

３ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

71
工事請負変更契約の締結について（渋井川排水機
場建設工事）

請負金額 1,085,584,500円 → 1,183,393,200円
契約の相手方 小野田建設株式会社

所管 河川課

１ 議決日
令和５年１２月１９日 議第１６８号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

72
工事請負変更契約の締結について（宮城県美術館
改修工事）

請負金額 1,155,550,000円 → 1,255,181,400円
契約の相手方 株式会社橋本店

所管 生涯学習課

１ 議決日
令和５年１０月４日 議第１２６号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

73 令和６年度市町村受益負担金について

令和６年度の水利施設整備、農地防災、農業農村整備（県営）、農業農村整備（県営災
害復旧）、水産基盤整備、林道整備、急傾斜地崩壊対策、都市計画及び流域下水道の
各事業に係る関係市町村の受益負担金について、地方財政法等の定めるところにより、
議会の議決を受けようとするもの

所管 農山漁村なりわい課、農村整備課、農村防災対策室、水産業基盤整備課、漁港
整備推進室、林業振興課、防災砂防課、都市計画課、企業局

Ⅴ 提出予定議案一覧
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３ 報告（14件）

番号 名称 概要

1 審査請求の却下の報告について

督促処分に対する審査請求について、行政不服審査法に基づき請求を却下したため、
地方自治法の定めるところにより、議会へ報告するもの

１ 裁決日
令和７年１月７日

２ 却下の理由
審査請求の対象となる督促処分が取り消されたため

2 審査請求の却下の報告について

督促処分に対する審査請求について、行政不服審査法に基づき請求を却下したため、
地方自治法の定めるところにより、議会へ報告するもの

１ 裁決日
令和７年１月２２日

２ 却下の理由
審査請求の対象となる督促処分が取り消されたため

3
専決処分の報告について（志田谷地排水機場機械
設備補修工事の請負契約の変更）

請負金額 621,060,000円 → 612,172,000円
契約の相手方 クボタ環境エンジニアリング株式会社

１ 議決日
令和５年１０月４日 議第１２３号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月６日

4
専決処分の報告について（一般国道２８６号支倉３
号橋（仮称）新設（上部工）工事の請負契約の変更）

請負金額 1,342,220,000円 → 1,379,378,000円
契約の相手方 ＪＦＥエンジニアリング株式会社

１ 議決日
令和６年３月１３日 議第７５号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月１０日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

5
専決処分の報告について（旧笊川排水機場建設工
事の請負契約の変更）

請負金額 594,000,000円 → 643,990,600円
契約の相手方 株式会社橋本店

１ 議決日
令和５年１２月１９日 議第１６９号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月１７日

6
専決処分の報告について（渋井川排水機場機械設
備工事の請負契約の変更）

請負金額 1,470,811,650円 → 1,490,298,700円
契約の相手方 株式会社谷工機社

１ 議決日
令和６年３月１３日 議第７６号議案

２ 変更の理由
設計単価の変更による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月１７日

7
専決処分の報告について（名蓋川護岸等災害復旧
工事（その１）の請負契約の変更）

請負金額 1,474,000,000円 → 1,504,525,000円
契約の相手方 小野田建設株式会社

１ 議決日
令和６年３月１３日 議第７７号議案

２ 変更の理由
設計単価の変更による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月１７日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

8
専決処分の報告について（名蓋川護岸等災害復旧
工事（その２）の請負契約の変更）

請負金額 1,337,270,000円 → 1,364,063,800円
契約の相手方 小野田建設株式会社

１ 議決日
令和６年３月１３日 議第７８号議案

２ 変更の理由
設計単価の変更による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月１７日

9
専決処分の報告について（名蓋川護岸等災害復旧
工事（その３）の請負契約の変更）

請負金額 853,050,000円 → 873,570,500円
契約の相手方 株式会社丸本組

１ 議決日
令和６年３月１３日 議第７９号議案

２ 変更の理由
設計単価の変更による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月１７日

10
専決処分の報告について（旧笊川排水機場機械設
備工事の請負契約の変更）

請負金額 1,582,884,490円 → 1,611,002,800円
契約の相手方 株式会社谷工機社

１ 議決日
令和６年３月１３日 議第８０号議案

２ 変更の理由
設計単価の変更による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月１７日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

11
専決処分の報告について（宮城県栗原警察署（仮
称）庁舎新築工事の請負契約の変更）

請負金額 1,237,574,800円 → 1,272,332,600円
契約の相手方 株式会社丸本組

１ 議決日
令和４年１２月１４日 議第１９８号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更等による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和７年１月８日

12
専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額
の決定）

和解及び損害賠償の額の決定について、それぞれ専決処分したので報告するもの

○事故の状況
１ 件数

４件
２ 発生

令和６年４月～令和６年７月
３ 損害原因

県管理道路の損傷による事故等
４ 損害賠償額

1,152,041円
５ 専決処分日

令和６年１２月２３日～令和７年１月１７日

13
専決処分の報告について（県営住宅等の明渡請求
等に係る訴えの提起）

長期にわたる県営住宅等の家賃等滞納者に対し、住宅等の明渡し及び滞納家賃等の
支払いを求める訴えを提起することについて、専決処分したので報告するもの

１ 家賃等滞納者
３名

２ 訴え提起の日
令和７年１月６日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

14
専決処分の報告について（交通事故に係る和解及
び損害賠償の額の決定）

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について、それぞれ専決処分したので
報告するもの

○事故の状況
１ 件数

９件
２ 発生

令和６年６月～令和６年１１月
３ 損害内容

人身事故、車両事故
４ 損害賠償額

4,200,251円
５ 専決処分日

令和６年１２月２３日～令和７年１月８日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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